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令和 9 年度税制改正等要望項目 
 

 

要望１ 蒸留酒間の税負担の中立性確保に向けた洋酒の酒税

見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 頁 

1  現行の酒税法第 23 条第 3 項（いわゆる「蒸留酒類の特別税

率」）は、ウイスキー等（ウイスキー、ブランデー、スピリッ

ツをいう。）はアルコール分 37 度未満であっても 1kl 当たり

370,000 円の定額課税である一方、連続式蒸留焼酎は 37 度未

満で 1kl 当たり「アルコール分 1 度につき 10,000 円」の度数

課税です。両者はいずれも蒸留酒であり、同程度の度数帯で税

負担に不合理な差が生じていることは、酒類間の中立性・公平

性を損ない、中度数帯ウイスキー等の製品開発・価格形成にも

歪みを与えます。 

2  ついては、「蒸留酒類の特別税率」を廃止し、蒸留酒間の税

制上の整合性を確保することを要望します。 

3  また、低度数の洋酒（ウイスキー等及びリキュールは 11 度

未満、甘味果実酒は 12 度未満のものをいう。）についても定

額課税となっており、アルコール分に比例した度数課税への見

直しを要望します。 

 

 

要望２ 薬酒に対する軽減税率制度の導入・・・・・・・7 頁 

薬酒（「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確

保等に関する法律」上の医薬品）は、致酔飲料というより、国民

の健康増進、福祉の向上等と深く関係している酒類であることを

考慮され、大幅な酒税の軽減をされるよう要望します。 



 
 

要望３ 当面の酒税改正の着実な実施・・・・・・・・・8 頁 

酒類製造各社は、平成 29 年度酒税法改正に基づく酒税率の改

正及び令和 5 年度税制改正に基づく酒税率の特例措置を踏まえ

て、中長期的観点から経営計画を立てておりますので、これらの

酒税改正を着実に実施し、増税は行わないようにお願いします。 

 

 

要望４ 流通市場における被災酒類及び変質等酒類の酒税現

地還付制度等の導入・・・・・・・・・・・・・9 頁 

流通市場の酒類販売業者の所持する酒類について、①被災し

た場合、②変質・季節等の経過により廃棄した場合、現行法では

酒類販売業者に直接酒税を還付する制度がありません。 

そこで、酒類販売業者が、酒類の被災場所や廃棄場所の所轄

税務署長の確認を受けた場合は、酒類の仕入れ代金に含めて酒税

を負担している酒類販売業者に直接酒税を還付する制度を創設

していただくよう要望します。 

 

 

要望５ 酒類業組合の事業拡大・・・・・・・・・・・11 頁 

酒造組合が酒類の地理的表示についての管理機関となれるよ

う事業の拡大を要望します。 

 

 

要望６ 制度の簡素合理化・・・・・・・・・・・・・13 頁 

酒税法に規定する申告・届出等の義務規定の廃止及び実情に

沿った手続きを見直しの上、簡素合理化を図っていただきますよ

う要望します。
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要望１  蒸留酒間の税負担の中立性確保に向けた洋酒の

酒税見直し  

〔要旨〕  

１ 現行の酒税法の「蒸留酒類の特別税率」は、ウイスキー等（ウイス

キー、ブランデー、スピリッツをいう。以下同じ。）はアルコール

分37度未満であっても1kl当たり370,000円の定額課税であるのに

対し、連続式蒸留焼酎は 37 度未満の場合、1kl 当たりアルコール分

1 度につき 10,000 円の度数課税とされています。両者はいずれも蒸

留酒であり、同程度の度数帯にもかかわらず、中度数帯でウイスキ

ーの税負担が相対的に重くなる不均衡が生じ、酒類間の中立性・公

平性、制度の説明可能性を損ねています。例えば 30 度ではウイスキ

ー370,000 円／kl に対し連続式蒸留焼酎 300,000 円／kl となり、度

数が低いほど差が拡大します。 

 

２ ついては、蒸留酒間の課税の整合性を確保し、消費者の選択や企業

の製品設計・価格形成に歪みを生じさせないため、ウイスキー等の

アルコール分 37 度未満のものについての「蒸留酒類の特別税率」を

廃止し、連続式蒸留焼酎と同様の度数課税（1度当たり課税）へ見直

すことを要望します。 

 

３ また、低度数の洋酒（ウイスキー等及びリキュールは 11 度未満、

甘味果実酒は 12 度未満のものをいう。以下同じ。）についてもアル

コール分に比例しない定額課税となっており、アルコール分に応じ

た度数課税への見直しを要望します。 

 

４ なお、主要国では蒸留酒課税は純アルコール量に応じた比例課税が

基本であり、本見直しは国際的にも合理的です。 
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〔 説 明 〕  

⑴ 現行制度と問題意識（蒸留酒間の不均衡） 

ウイスキー等と連続式蒸留焼酎は、ともに蒸留工程を経て製造される「蒸留酒」

です。しかし、「蒸留酒類の特別税率」の定めがあることで現行の酒税体系におい

て、アルコール分 37 度未満の区分で課税方式・税負担が一致していません。具体

的には、ウイスキー等はアルコール分 37 度未満であっても一律に 1kl 当たり

370,000 円の定額課税であるのに対し、連続式蒸留焼酎は 37 度未満の場合、1kl 当

たり「アルコール分 1度につき 10,000 円」の度数課税です。 

この差は、度数が低いほど拡大します。例えば、1kl 当たりの税額は、30 度でウ

イスキー等 370,000 円に対し連続式蒸留焼酎 300,000 円（差額 70,000 円）、25 度

で差額 120,000 円となります。 

結果として、同程度の度数・同じ蒸留酒でありながら、ウイスキー等のみ相対的

に重い税負担となり、酒類間の中立性・公平性（担税力に応じた負担の均衡）を損

なう構造となっています。 

 

⑵ 市場・産業への影響（歪みの発生） 

上記の不均衡は、単なる税率差にとどまらず、市場に複数の歪みを生じさせてい

ます。 

・商品設計への歪み 

中度数帯のウイスキー等（飲み方の多様化、RTD・カクテル用途等）にお

いて、度数を下げても税負担が比例して下がらないため、企業の製品開発・

ラインアップ拡充の阻害要因となり得ます。 

・価格形成への影響 

税が相対的に重い場合、同等のアルコール量・同等の製品カテゴリーに近

い用途でも価格差が生じ、消費者の選択に制度的バイアスがかかります。 

・制度の説明可能性の低下 

「蒸留酒であること」や「度数（純アルコール量）に応じた負担」という
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直感的な原則から外れるため、消費者・事業者双方にとって理解しにくい制

度となります。 

よって、かかる観点から、蒸留酒間の競争条件を税制が過度に左右しないよう、

同種の酒類については課税方式の整合を図るべきです。 

 

⑶ 要望内容（具体的見直し方向） 

ウイスキー等のアルコール分 37 度未満のものについての「蒸留酒類の特別税率」

を廃止し、連続式蒸留焼酎と同等の度数課税（1kl 当たりアルコール分 1 度につき

10,000 円）へ見直すことを要望します。これにより、同じ蒸留酒として度数に応じ

た負担が実現し、蒸留酒間の中立性が成立します。 

また、低度数の洋酒についても度数課税への見直しを要望します。 

 

⑷ 国際的整合性（「国際問題化」懸念への考え方） 

「諸外国ではウイスキーは概ね 40%程度以上であり、見直しにより内外無差別上

の問題（国産酒と輸入酒の税負担等に差をつけること）が生じる懸念がある」との

指摘が一部にあります。しかし、この点は、諸外国の制度における（A）定義・表

示（カテゴリー要件）と、（B）課税方式（税額算定の構造）を区別して整理する

必要があります。 

主要国・地域の蒸留酒課税は、ウイスキーに限らず一般に純アルコール量に比例

する仕組みが中心であり、「37 度前後を境に低度数であっても定額で重く課す」構

造は一般的ではありません。例えば、EU では蒸留酒（ethyl alcohol）の課税構造

を Council Directive 92/83/EEC により純アルコール量（hectolitre of pure 

alcohol）を基礎として整理しており、最低税率についても Council Directive 

92/84/EEC により純アルコール量当たりで規定されています。 

他方、EU で「whisk(e)y」の最低度数（一般に 40%）等が論点となるのは、

Regulation(EU)2019/787（スピリッツの定義・表示）におけるカテゴリー要件であ

り、課税構造そのものとは別体系です。米国（連邦）でも、蒸留酒は 26 U.S.C.§5001
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に基づき proof gallon（純アルコール量に比例する単位）で課税され、ウイスキー

の度数要件は規格・表示（27CFR 等）の領域で整理されています。 

したがって、ウイスキーの 37 度未満を度数課税へ見直すことは、国際的に一般

的な「純アルコール量に応じた課税」という方向に近づくものであり、不合理性を

増幅させるものではありません。 

加えて、本要望は国産・輸入を問わずウイスキーに同一算式を適用する制度設計

であるため、WTO/GATT 上問題となり得る「輸入品差別（内国民待遇違反）」を通常

構成せず、むしろ蒸留酒間の不均衡を縮小し、制度の説明可能性を高める改正です。 

 

⑸ 期待される効果 

・蒸留酒間の中立性・公平性の成立（同程度の度数帯での税負担の整合） 

・市場の健全な競争と多様な商品選択の確保（低～中度数帯の製品設計・新商品

開発の余地拡大） 

・制度の透明性・説明可能性の向上（度数に応じて負担が変化する分かりやすい

構造） 

 

⑹ 施行時期等 

令和 9年度税制改正において所要の措置を講じ、可及的速やかな施行を要望しま

す。実務影響の平準化のため、必要に応じて在庫品の取扱い等の経過措置を併せて

検討してください。
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（ 図 1 ） ウ イ ス キ ー 、 ブ ラ ン デ ー 、 ス ピ リ ッ ツ に 対 す る 度 数 課 税 の 適

⽤ 範 囲 の 拡 ⼤ 要 望  
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（図２）甘味果実酒に対する度数課税の適用範囲の拡大要望
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（図３）リキュールに対する度数課税の適用範囲の拡大要望
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要望２ 薬酒に対する軽減税率制度の導入 

〔要旨〕 

薬酒（「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律」上の医薬品）は、致酔飲料というより、主として高齢者あるいは虚弱

体質の人等が健康保持や健康回復等のために、用法・用量に応じた一定量を

薬用として飲用しているものであります。 

薬酒が、国民の健康増進、福祉の向上等と深く関係している酒類であるこ

とを考慮され、大幅な酒税の軽減をされるよう要望します。 

 

〔説明〕 

⑴ 薬酒は、酒税法ではリキュールに該当しますが、致酔性や嗜好性を満たすこと

を目的とせず、主として高齢者あるいは虚弱体質の人等が健康保持、健康回復等

のために、定められた用法用量に従い一日当たりの服用量の上限の範囲で服用し

ているものです。また、薬酒の原料のアルコールは、「生薬の薬効成分を効率良

く抽出するための溶媒」として使用することが目的の一つで、そのアルコール自

体も用法により薬効があります。更に、医薬品として商品認可を得るためには、

製造設備や製造方法、商品の科学的なデータや薬効実績などを厚生労働省に申請

し、膨大なコストをかけて製品開発するものであります。 

 

⑵ 嗜好性のある酒類については、それを飲用消費する消費者に応分の担税力を課

すことに異議はありませんが、致酔性を目的とせず、主に薬効目的の薬酒（薬用

酒）に、その他の酒類と同一の税率負担とすることが、消費区分に応じた公平な

担税措置とはいいがたいものと考えます。 

また、薬酒が国民の健康増進、福祉の向上等と深く関係している酒類である

ことを考慮の上、酒税の大幅な軽減がなされるよう要望します。 

 

⑶ 現行の国税庁通達では、厚生労働大臣から製造許可を受けたアルコール含有医
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薬品のうち特定のものについては、アルコール分１度以上で飲用に供することが

できるものであっても酒類には該当しないことに取り扱われています。更に、薬

酒は流通ルートもその他の酒類と異なり、薬局で医薬品として販売されている実

態があります。 

以上のことからも薬酒に係る酒税の軽減は合理性があると考えます。 

 

要望３ 当面の酒税改正の着実な実施 

〔要旨〕 

酒類製造各社は、平成 29 年度酒税法改正に基づく酒税率の改正及び令和 5

年度税制改正に基づく酒税率の特例措置を踏まえて、中長期的観点から経営

計画を立てておりますので、これらの酒税改正を着実に実施し、増税は行わ

ないようにお願いします。 

 

［説明］ 

⑴ 酒類製造各社は、平成 29 年度酒税法改正に基づく酒税率の改正及び令和 5年

度税制改正に基づく酒税率の特例措置の導入を踏まえて、中長期的観点から経営

計画を立てております。 

 

⑵ 他方、近年の財政状況は一般会計において国債発行が経常的となっていること

等から、様々な財源が検討されているものと承知しております。 

 

⑶ 酒類製造各社としては、中長期的な経営計画を根本的に見直すことが必要な増

税が行われることになった場合、経営への悪影響が避けられないため、増税は行

わないようにお願いします。 

また仮に今後、酒税率の見直しの検討が避けられない状況になった場合にお

いては、特定の酒類（洋酒）に偏重した見直しが行われることがないようお願い

します。 
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要望４ 流通市場における被災酒類及び変質等酒類の酒税現地還付制

度等の導入 

〔要旨〕 

１ 酒税は、酒類を消費した消費者が負担する間接税であり、酒類製造

者が納付したものが商品代金の中にコストとして織り込まれ、販売

業者を通じて消費者まで転嫁し、最終的に消費者が酒類を飲用消費

する段階で、その酒類商品に含まれる酒税相当額を支払い負担して

いるという仕組みとなっています。 

そうすると、課税済酒類が流通市場に滞留し、消費者の消費段階

に至らずに滅失、変質等により消費できないことが明らかな場合は、

当然、酒税額は還付されるべきであります。 

 

２ 流通市場の酒類販売業者が所持する酒類については、①被災した場

合、②変質・季節等の経過により廃棄した場合、現行法では酒類販

売業者に直接酒税を還付する制度がありません。 

そこで、酒類販売業者が、酒類の被災場所や廃棄場所の所轄税務

署長の確認を受けた場合は、酒類の仕入れ代金に含めて酒税を負担

している酒類販売業者に直接酒税を還付する制度を創設していただ

くよう要望します。 

なお、酒類販売業者に直接酒税を還付できない場合であっても、

廃棄処理施設で廃棄した場合、同施設が発行する廃棄証明書に基づ

いて酒税の控除が受けられるよう要望します。 

 

［説明］ 

⑴ 現行法では、流通市場にある酒類が被災した場合、その酒類に課された酒税は、

その納税義務者である酒類製造者等を通じて被災者に還付する制度となってい

ます。 



１０ 
 

しかし、所轄税務署長が被災酒類を確認しているにもかかわらず、流通段階

における酒類販売業者の書類の整理が煩雑で不十分なことが理由で、酒類製造者

等が還付手続きした酒税相当額について、国から還付を受けられないケースがあ

り、当該酒税相当額は酒類製造者等の負担となっています。また、このような手

続きを行う被災酒類の酒税の還付に要する事務処理負担は大きいものがありま

す。 

 

⑵ 流通市場にある酒類が変質し消費者に販売することが出来なくなった場合、酒

類販売業者が廃棄しても酒税の還付を受けられないため、現状は、返品可能な場

合には酒類製造場へ現物を返品し、酒類製造者が戻入控除を受け、酒類販売業者

へ酒税分を還付していますが、酒類を製造場に戻す事務処理と物流経費が大きな

負担となっています。 

 

⑶ 流通市場にある季節を限定した酒類及び賞味期限を付した酒類が消費者に販

売することができなくなった場合、流通市場から酒類製造場まで返品しても最終

的には廃棄しており、返品のための物流経費が無駄になっています。 

 

⑷ そこで、流通市場にある酒類販売業者が所持する酒類が、被災した時に被災場

所の所轄税務署長がその数量等を確認したとき、又は変質等のため廃棄するとき

には、所轄税務署長の確認を受け、手持品課税・戻税制度の例に倣い、被災者又

は廃棄する者である酒類販売業者に酒税を直接還付する制度を創設していただ

くよう要望します。 

 

⑸ なお、酒類販売業者に直接酒税を還付できない場合であっても、酒類製造場で

はなくとも公害関連施設を完備した処理工場、又は公的処理施設において酒類を

廃棄した場合は、これらの廃棄処理施設等の廃棄を証明した書類に基づき、酒税

の納税申告書において酒税の控除が受けられるよう要望します。 
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要望５ 酒類業組合の事業拡大 

〔要旨〕 

酒類業組合は、酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（以下「酒類

業組合法」という。）で実施できる事業が限定列挙されています。 

日本洋酒酒造組合（以下「当組合」という。）は、ジャパニーズウイス

キーについて地理的表示の指定を受けるための活動を進めていますが、当該

指定を受けるためには管理機関の設置が必要となります。 

しかし、酒類業組合たる当組合は、酒類業組合法の規定上、管理機関と

しての業務を実施することができないとされています。このため、管理機関

は他に業務委託せざるを得ず、情報管理など種々の業務が煩雑となり不都合

が生じます。 

そこで、酒類業組合法の第 42 条（事業）を見直し、当組合が酒類の地理

的表示についての管理機関の業務が実施できるように事業範囲の拡大を要

望します。 

 

〔説明〕 

⑴ 酒類業組合法第１条（目的）では、「酒税の保全及び酒類業界の安定のため、

酒類業者が組合を設立して酒税の保全に協力し、及び共同の利益を増進する事業

を行う」とされており、かかる目的のため、当組合は設立されました。 

そして、酒類業組合法は、その目的を踏まえ、酒類業組合に同法第４２条（事

業）に定める 11 種の事業を実施する役割を与えています。 

 

⑵ 近年、日本産ウイスキーは世界的なコンペティションで高い評価を受ける一方

で、外国産原酒のみを使用したウイスキーをジャパニーズウイスキーと称して販

売する、あるいは日本ではウイスキーと言えない蒸留酒を海外で日本産ウイスキ

ーとして販売するなどの事例が見られたことから、当組合は、2021 年 2 月に「ウ

イスキーにおけるジャパニーズウイスキーの表示に関する基準」を制定しました。 
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⑶ この自主基準は、一定の経過措置を経た後、2024 年 4 月に本格的に施行されま

したが、とりわけ海外では認知度が十分とはいえず、遵守されているかどうかも

満足のいくレベルには達していません。このような状況を改善するため、当組合

は、この自主基準の実効性を高めるための方法を検討してきました。 

 
⑷ そこで、当組合は、ジャパニーズウイスキーについて地理的表示の指定を受け

ることで、この自主基準の内容に法的根拠を得ることを決定しました。そうして、

当組合では、地理的表示ジャパニーズウイスキーの生産基準や業務実施要領の検

討を進めました。 

 
⑸ ジャパニーズウイスキーについて地理的表示の指定を受けるためには管理機

関の設置が必要となります。そこで、当組合は、別途独立の管理機関として「地

理的表示ジャパニーズウイスキー管理協議会」を設立しました。管理機関は、ウ

イスキーメーカーからの申請に基づいて、そのウイスキーが生産基準に適合して

いるか否かの確認業務などを行います。この確認業務には、当組合のこれまでの

組合運営で培ってきた知見の活用が不可欠でありますから、当組合が管理機関と

なることが自然であり、合理的と考えられます。 

しかしながら、酒類業組合たる当組合は、酒類業組合法の規定上、管理機関

としての業務を実施することができないとされています。このため、管理機関は

他に業務委託せざるを得ず、製法ノウハウなどの機密情報や組合運営で培ってき

た知見を当該業務委託先と共有することになり、情報管理など種々の業務が煩雑

となり不都合が生じます。 

加えて、当組合は、前述のとおり酒類業組合法の目的を踏まえて設立されて

いるにもかかわらず、同じ法令上の制度である「酒類の地理的表示に関する表示

基準」（同法 86 条の 6、同法施行令第 8条の 4）に関する事業の実施に制約があ

ることは、明らかに不合理な実情にあると考えます。 

 
⑹ そこで、同法の第 42 条（事業）を見直し、当組合が酒類の地理的表示につい
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ての管理機関の業務が実施できるように事業範囲の拡大を要望します。 

 
⑺ また、酒類業組合が地理的表示の管理機関としての業務を実施できるようにな

ったときは、改めて地理的表示の指定を受けることなく管理機関の業務が円滑に

引き継げるように運用面の整備も要望します。 

 

 

要望６ 制度の簡素合理化 

〔要旨〕 

酒税法に規定する申告・届出等の義務規定の廃止及び実情に沿った手続き

を見直しの上、簡素合理化を図っていただきますよう要望します。 

 

〔説明〕 

酒税法は、酒類製造者に対し、申告、届出、承認、許可等の多くの義務規定を定

めています。 

これらの義務規定は、今日の酒税が移出課税で、かつ、申告納税制度であること

を考えますと存続させる必要性のない規定が多く、事前チェック方式ではなく、事

業者の主体性を保持させることで対応可能なものもあります。新しい時代に適合す

るよう酒税法の抜本的な見直しを行い、多くの要望項目の実現が図られますよう要

望します。 

例えば、 

・課税済酒類の輸出還付制度の新設 

・記帳義務の簡素化、記帳事項の省略 

 

 


